
１　開　会

２　会議録署名委員について

３　議　事

(1) 【議案第2145号】令和７年度使用中学校用教科用図書の採択について (教育指導課)
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    令和６年８月　教育委員会　定例会　　

鈴鹿市教育委員会

議　　　　案

（第２１４５号～第２１４７号）

令和６年８月８日



 

議案第２１４５号 

令和７年度使用中学校用教科用図書の採択について 

令和７年度使用中学校用教科用図書を次のように採択する。 

 

 

 

 

 

                          令和６年８月８日提出 

                          同日原案承認 

                      鈴鹿市教育長 廣田 隆延 

 

 

 

 

令和７年度使用中学校用教科用図書 

   （ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

  令和７年度使用中学校用教科用図書を採択するについて、教育委員会の議決を得

るため、この議案を提出する。 
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 令和７年度使用中学校用教科用図書を下記のとおり採択する。 

 

記 

 

（中学校用教科用図書） 

 国  語      光村図書出版 「国語」 

 書  写      光村図書出版 「中学書写」 

 社会（地理的分野） 帝国書院 「社会科 中学生の地理」 

 社会（歴史的分野） 東京書籍 「新編 新しい社会 歴史」 

 社会（公民的分野） 東京書籍 「新編 新しい社会 公民」 

 地  図      帝国書院 「中学校社会科地図」 

 数  学      新興出版社啓林館 「未来へひろがる数学」 

 理  科      新興出版社啓林館 「未来へひろがるサイエンス」 

 音楽（一般）    教育芸術社 「中学生の音楽」 

 音楽（器楽）    教育芸術社 「中学生の器楽」 

 美  術      光村図書出版 「美術」 

 保健体育      Gakken 「新・中学保健体育」 

 技術家庭（技術）  東京書籍 

 「新編 新しい技術・家庭 技術分野 未来を創る Technology」  

 技術家庭（家庭）  東京書籍 

 「新編 新しい技術・家庭 家庭分野 自立と共生を目指して」 

 英  語      東京書籍 「NEW HORIZON English Course」 

 道  徳      日本文教出版 「中学道徳 あすを生きる」 
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議案第２１４６号 

令和６年度鈴鹿市教育費第２号補正予算案について 

議会の議決を経るべき次の議案について、原案のとおり了承する。 

 

 

 

 

 

                          令和６年８月８日提出 

                       同日原案承認 

                      鈴鹿市教育長 廣田 隆延 

 

 

 

 

令和６年度鈴鹿市教育費第２号補正予算案 

   （ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づき市長から意見

を求められた令和６年度鈴鹿市教育費第２号補正予算案について、教育委員会の議

決を得るため、この議案を提出する。 
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国・県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

2,257 10,532 129,854

補正額内訳

536 536

29,412 29,412

112,695 112,695

142,643 142,643

536 教育振興費 学校支援チーム事業費

計 142,643  計

小学校費 29,412 学校管理費 施設管理費／維持修繕費

保健体育費 112,695 学校給食費
学校給食費管理費／食材調
達費

教育総務費

令和６年度鈴鹿市教育費第２号補正予算案

１　教育費補正額　　　　　 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 補正後の額

8,469,482 142,643 8,612,125

　　　　補　正　額　の　財　源　内　訳

（単位：千円）

　摘　　　　　　　　　要

２　教育費補正額内訳

項 補　正　額 目
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議案第２１４７号 

鈴鹿市立小学校及び中学校設置条例の一部改正について 

議会の議決を経るべき次の議案について、原案のとおり了承する。 

 

 

 

 

 

                          令和６年８月８日提出 

                          同日原案承認 

                      鈴鹿市教育長 廣田 隆延 

 

 

 

鈴鹿市立小学校及び中学校設置条例の一部を改正する条例 

   （ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づき市長から意見

を求められた鈴鹿市立小学校及び中学校設置条例の一部を改正する条例案について、

教育委員会の議決を得るため、この議案を提出する。 
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鈴鹿市条例第  号 

 

鈴鹿市立小学校及び中学校設置条例の一部を改正する条例 

 

鈴鹿市立小学校及び中学校設置条例（昭和３９年鈴鹿市条例第３４号）の一部を次

のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 小学校及び中学校の名称及び位置

は、次のとおりとする。 

第２条 小学校及び中学校の名称及び位置

は、次のとおりとする。 

 種別 名称 位置   種別 名称 位置  

 小学

校 

  略   略   小学

校 

  略   略  

 鈴鹿市立神

戸小学校 

  略   鈴鹿市立神

戸小学校 

  略  

     鈴鹿市立合

川小学校 

鈴鹿市三宅町3694番

地の２ 

 

     鈴鹿市立天

名小学校 

鈴鹿市御薗町2500番

地 

 

   略   略     略   略  

 （仮称）鈴

鹿市立新た

な小学校 

鈴鹿市郡山町710番

地の６ 

  鈴鹿市立郡

山小学校 

鈴鹿市郡山町710番

地の６ 

 

   略   略     略   略  

 略   略   略   略   略   略  

  

附 則 

この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
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    令和６年８月　教育委員会　定例会　　

報　告　事　項

鈴鹿市教育委員会

令和６年８月８日



 

 

 

学校再編準備委員会の進捗状況について 

 

１ 各部会の進捗状況 

  各専門部会の開催状況は下記のとおりです。 

  また、専門部会での検討結果を踏まえ、各専門部会間での情報共有や意見聴

取を目的に、７月２４日（水）に第１回代表者会議を開催しました。 

 

（１）総務部会 

第１回【令和６年５月１６日（木）】 

 ◎校名の選定方法について 

 ・「新たな小学校」の校名の選定方法を確認。 

・保護者や地域住民の意見を広く聞くことが可能な公募とする。 

  【主な意見】 

  ・子どもの意見も取り入れてほしい。 

  ・令和１４年度の義務教育学校の開校も見据えた校名を検討してほしい。 

  ・学校再編計画は天栄中学校区全体の計画であることから、栄小学校、天栄

中学校も募集対象範囲に含めるべきである。 

 

第２回【令和６年７月１１日（木）】 

  ◎校名の公募について 

  ・前回の意見を踏まえ、事務局が作成した校名募集用紙等の素案を確認。 

  ・表現方法や応募条件等の修正を行い、次回の部会で内容の最終確認を行う 

予定。 

  【主な意見】 

  ・未就学児の保護者への周知をするべき。 

  ・義務教育学校を見据えた校名を募集することを募集用紙に表現したほうが

良い。 

 

≪代表者会議での主な意見≫ 

 ・義務教育学校の校名は、また応募となるのか。 

  →（事務局）栄小学校、天栄中学校の関係者も含めて検討することになると

考えている。 

 ・令和１４年度の義務教育学校を見据えるのであれば、栄小学校も募集対象に

含めるべきではないか。 

  →（事務局）義務教育学校を設置する際は、新たに準備委員会を立ち上げ、

検討していく。新たな小学校の校名については、義務教育学校の校名候補

となることも踏まえ、天栄中学校区を対象区域としている。 
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 ・児童生徒が最終的に校名を決定するのか。 

  →（事務局）総務部会において、公募で集まった校名案を数点に絞り、児童

生徒に投票してもらった後、再度、総務部会で校名候補を確認する。 

 

（２）ＰＴＡ部会 

 第１回【令和６年６月２７日（木）】 

◎ＰＴＡ組織体制や活動内容について 

  ・検討項目を確認。 

・各校のＰＴＡ活動の洗い出しを行い、情報共有及び意見交換。 

  ・一度持ち帰って、各校ＰＴＡで組織、取組等を整理。 

  【主な意見】 

  ・各ＰＴＡの組織体制や活動について、３校共通する組織や活動はあり、必

要な組織、活動の整理は必要。 

  ・各ＰＴＡにおいて、繰越金、積立金の処分についての検討が必要。新ＰＴ

Ａ設立時の繰越金は必要。 

  ・各ＰＴＡで、まず、組織体制、活動について何を残していくか、お金をど

う使っていくか整理を行う。 

 

 ◎体操服等の学用品について 

・検討項目及び学用品に関する考え方を確認。 

  ・各校の体操服等の現状を確認。 

  ・一度持ち帰って、各校ＰＴＡで意見があるかを整理。 

  【主な意見】 

・現状、３校は同色の体操服を着用しており、特にデザインや購入先を指定 

しなくてもよいのではないか。 

・新しく指定品を購入するとなると保護者の負担にもなり、学校の先生の負 

担が増えないのであれば、統一しなくてもよいのではないか。 

・体操服等よりも実際に授業で使用する教具は前もって揃えていく必要があ 

る。 

 

≪代表者会議での主な意見≫ 

 ・３校のＰＴＡ役員が複数集まる機会を設けることはできないか。 

  →（事務局）各ＰＴＡの役員が集まって協議する機会は必要と考えており、 

各学校と相談しながら検討したい。 

 

（３）通学・安全部会 

第１回【令和６年５月１３日（月）】 

◎スクールバス導入に向けた検討について 
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・現状（通学距離・スクールバスに係るアンケート結果）を確認。 

  ・運行シミュレーション結果を確認。 

  ・スクールバス導入に関する市全体としての統一基準の設定が必要。 

  ・個別の地域事情を踏まえた調整が必要。 

  【主な意見】 

  ・スクールバスは地域事情もあるため、全員が乗れるようにしてほしい。 

  ・スクールバスについては、危険箇所の把握に加え、通学距離だけで判断す

ると、同一町内でも利用できる児童とそうでない児童が出てくる等、様々

な視点から検討が必要なのではないか。 

 

第２回【令和６年７月８日（月）】 

  ◎鈴鹿市スクールバス運行基準について 

  ・前回の意見を踏まえ、事務局が作成した鈴鹿市スクールバス運行基準を 

確認。 

【利用対象者】 

  〇学校再編に伴い、通学先が変更となる地域の児童 

  〇自宅から新たな通学先までの通学距離が、２km以上の児童 

  ※２km未満の場合でも、地域の事情により配慮が必要と考えられる場合 

   には、教育委員会が指定する乗降場所を利用することを条件に利用可能。 

【運行本数】 

  〇登校時 １便 

  〇下校時 ２便（全校児童が同じ下校時刻となる場合等は１便） 

【乗降場所の条件】 

 〇待機中や乗降時の児童の安全性を確保できること。 

  〇スクールバスが駐停車しても、他の走行車両や歩行者に影響を与えない 

十分なスペース確保できること。 

【利用料金】 

  〇スクールバスを通学のために利用する場合は、無料とする。 

 

◎スクールバスの走行ルート（案）について 

  ・事務局が作成したスクールバスの走行ルート及び乗降場所の素案につい

て、意見交換。 

・改めて走行ルート及び乗降場所の整理を行い、継続して検討予定。 

【主な意見】 

・運行基準に基づき、全員がスクールバスに乗車する前提で、乗降場所を増 

やしたり、違うルートを考えたりすることはできないか。 

 

≪代表者会議での主な意見≫ 
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 ・スクールバスは購入するのか。 

  →（事務局）購入も含め、運行体制については検討中である。 

 ・登下校以外の日中の利用は考えているのか。 

  →（事務局）プール等の授業への活用は検討していきたいと考えている。 

 ・スクールバスの乗降場所は放課後児童クラブも関係してくるのではないか。 

  →（事務局）学校再編後の合川、天名の放課後児童クラブについて、子ども

政策課が意見聴取を行っている。放課後児童クラブの利用があれば、乗降

場所は近くに設けたいと考えている。 

 

（４）学校運営部会 

 第１回【令和６年５月１４日（火）】 

  ◎「新たな小学校」における学校経営方針について 

・各校の現状と課題をもとに、３校の学校経営方針をたたき台として、 

目指す子ども像等を共有しながら、「新たな小学校」の経営方針を検討。 

 

◎特色ある取組について 

【英語教育】 

・合川小学校で培われてきた先進的な英語教育を取り入れる。 

・日常的に英語に触れることができる環境づくり（日課表含む）の検討。 

【地域学習】 

・校区が広くなるため、校外学習の際は、移動手段や安全面等の検討が 

必要。 

 

≪代表者会議での主な意見≫ 

・「新たな小学校」の学校経営方針の検討の１つに経営方針とあるが何か。 

  →（事務局）現在運営している３校をいかにスムーズに新たな小学校へ繋げ

ていくかという具体的な方針を検討している。 

 

（５）跡施設利用検討部会 

 第１回【令和６年７月３日（水）】 

  ◎跡施設利用について 

・事務局にて前提整理を行い、全国における学校跡地の状況を確認。 

  ・鈴鹿市における基本的な考え方及び合川小学校と天名小学校の学校施設の 

状況を確認。 

  ・サウンディング型市場調査（事前可能性調査）の進め方と他市町事例の 

確認。 
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≪代表者会議での主な意見≫ 

・体育館は避難所として指定されているが、体育館だけ残し校舎を取り壊す可

能性はあるか。 

  →（事務局）校舎は原則取壊しとしていることから今後の検討次第では考え

られる。 

 

２ 今後の会議開催予定 

（１）総務部会 

  ・第３回総務部会 

日 時：令和６年９月３日（火） 

場 所：合川小学校 

   内 容：「新たな小学校」の校名募集に係る内容の最終確認、校歌・校章

の選定方法及び閉校式に関する内容を検討。 

 

（２）ＰＴＡ部会 

  ・第２回ＰＴＡ部会 

日 時：令和６年９月５日（木） 

場 所：郡山小学校 

   内 容：各校ＰＴＡからの意見を集約し、新ＰＴＡの組織体制等を検討。 

 

（３）通学・安全部会 

  ・第３回通学・安全部会 

日 時：９月中に開催（調整中） 

   内 容：スクールバスの走行ルート及び乗降場所を検討。 

 

（４）学校運営部会 

  ・第２回学校運営部会 

日 時：令和６年８月７日（水） 

場 所：合川小学校 

   内 容：英語教育の成果と今後の取組、学校経営方針、学用品の取扱い及

び卒業アルバム等に関する内容を検討。 

 

（５）跡施設利用検討部会 

  ・第２回跡施設利用検討部会 

日 時：１０月中に開催（調整中） 

   内 容：前回会議内容を踏まえた進捗状況の報告、学校施設開放事業等に

関する内容を検討。 
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令
和
８
年
度
以
降
の
休
日
の
学
校
部
活
動
の
在
り
方
に
つ
い
て

令
和
６
年
６
月
８
日
（
土
）

日
本
中
学
校
体
育
連
盟

令
和
９
年
度
か
ら
全
国
中
学
校
体
育
大
会

・
９
競
技
廃
止
・
他
競
技
も
規
模
縮
小

１
中
体
連
の
動
向

教
員
負
担
軽
減

２
本
市
の
学
校
部
活
動
（
運
動
部
）
加
入
率

①
令
和
４
年
度

②
令
和
５
年
度

③
令
和
６
年
度

比
（
③
－
①
）

生
徒
数

5,
19

0 人
5,
15

7 人
4,
99

8 人
▲

19
2 人

加
入
数

3,
36

6人
3,
25

1人
3,
05

4人
▲

31
2人

加
入
率

64
.9
％

63
.0
％

61
.1
％

▲
3.
8％

【
学
校
部
活
動
の
現
状
】

①
少
子
化
の
影
響
、
任
意
加
入
制
導
入

⇒
加
入
数
及
び
加
入
率
減
少

②
要
望
の
多
様
化

⇒
学
校
外
活
動
参
加
率
増
加

③
中
途
退
部
者

⇒
時
間
制
約
、
体
力
課
題
、
人
間
関
係
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令
和
８
年
度
以
降
の
休
日
の
学
校
部
活
動
の
在
り
方
に
つ
い
て

異
世
代
間
交
流

地
域
の
子
ど
も
は
学
校
・
家
庭
・
地
域
で
育
て
る

１
部
活
動
地
域
移
行
の
目
的

多
様
な
主
体
に
よ
る
活
動
場
所
の
提
供

子
ど
も
の
居
場
所
確
保

人
間
関
係
の
親
密
化

地
域
活
性
化
、
地
域
振
興

２
地
域
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
活
動
の
効
果

年
度

種
目

令
和
６
年

度
（
７
種
目
）

陸
上
競
技
、
ﾊ
ﾝ
ﾄﾞ
ﾎ
ﾞｰ

ﾙ
剣
道
、
合
唱
、
卓
球

ﾊ
ﾞﾄ
ﾞﾐ
ﾝ
ﾄﾝ
、
ｿ
ﾌ
ﾄﾎ
ﾞｰ
ﾙ

令
和
７
年

度
（
５
種
目
）

野
球
、
ﾊ
ﾞﾚ
ｰ
ﾎ
ﾞｰ
ﾙ

吹
奏
楽
、
ｻ
ｯ
ｶ
ｰ

ﾊ
ﾞｽ
ｹ
ｯ
ﾄﾎ
ﾞｰ
ﾙ

運
営
主
体

指
導
者

会
場

必
要
条
件

運
営
主
体

ソ
フ
ト
テ
ニ
ス
連
盟

指
導
者

連
盟
、
企
業

会
場

公
共
施
設
、
企
業

（
例
）
ソ
フ
ト
テ
ニ
ス

移 行 可 否

３
モ
デ
ル
事
業
に
よ
る
検
証

４
新
た
な
地
域
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
活
動
の
創
設
に
向
け
て

①
休
日
の
学
校
部
活
動
の
廃
止

②
新
た
な
地
域
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
活
動
の
開
始

（
移
行
可
能
種
目
）

５
令
和
８
年
１
０
月

※
ソ
フ
ト
テ
ニ
ス
は
令
和
５
年
度
か
ら
実
施
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令和６年度鈴鹿市立幼稚園の修了証書授与式 

及び鈴鹿市立小中学校の卒業証書授与式について 

 

 

１  幼稚園  

（１）修了証書授与式期日  

令和７年３月２４日（月）午前１０時  

（２） 会場 

       各幼稚園  

 

２  小学校  

（１） 卒業証書授与式期日  

 令和７年３月１９日（水）午前１０時  

（２） 会場 

     各小学校  

 

３  中学校  

（１） 卒業証書授与式期日  

 令和７年３月６日（木）午前１０時  

（２） 会場 

    各中学校  

 

４  備  考  

  開式時刻につきましては、一部の幼稚園・小中学校で変更となる場合がござい 

ます。 
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鈴鹿市子ども条例（仮称）の制定について 

 

子ども政策部 子ども政策課  

 

１ 目的 

  本条例は、子どもの健やかな育ちの推進に関し、基本理念を定め、子どもの大切

な権利や、市、保護者、地域住民、育ち学ぶ施設、事業者の役割を明らかにすると

ともに、施策を総合的かつ継続的に推進するための基本となる事項を定めることに

より、子どもの権利が尊重され、全ての子どもが健やかに成長できるまちを実現す

ることを目的とする。 

 

２ 背景 

本市では平成 24 年に施行した鈴鹿市まちづくり基本条例に子どもの権利を明記

し、鈴鹿市総合計画や鈴鹿市子ども・子育て支援事業計画において、子どもの権利

を尊重するための施策を積み重ね、具体的な取組を推進してきた。 

そのような中、家族形態の多様化や地域とのつながりの希薄化等の影響により、

子育て家庭の孤立が進み、子どもの居場所やヤングケアラーなどの新たな課題が生

じ、また、先のコロナ禍においては、感染拡大防止の観点から日常生活を送る上で

様々な制限が設けられ、家庭においては児童虐待や貧困といった問題も顕在化した。 

子どもの権利に深く関わるこれらの課題の解決に当たっては、鈴鹿市における子

どもの権利についての共通認識を明らかにし、子どもや子育て家庭への支援や子ど

もの権利保障に関する取組を、行政だけではなく地域社会全体で継続的に行ってい

く必要がある。条例の制定により、施策の方向性を明らかにし、その推進を普遍的

なものとすることで、課題の解決を図る。 

 

 

（裏面へ） 
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３ 主な内容 

（１）条例の目的 

（２）定義 

（３）基本理念 

（４）子どもの大切な権利 

（５）大人等の役割 

（６）施策・取組 

（７）計画・推進 

 

４ 施行期日 

  令和７年４月１日 

 

５ 今後のスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時 期 内   容 

８月１６日 市議会全員協議会 

８月～９月 パブリックコメント実施 

１０月 行政経営会議（パブコメ結果協議） 

１０月～１１月 条例案の作成 

１２月 条規審査会 

令和７年１月 正副議長説明、議案提出 

３月 議案の採決、公布 

４月 施行 
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鈴鹿市子ども条例（仮称）骨子案 

 

 

１ 条例の目的 

・子どもの健やかな育ちに関して、基本理念を定め、子どもの大切な権利や、

市や保護者等の役割を明らかにすること。 

・子どもに関する施策を継続的に推進するための基本的事項を定めること。 

・子どもの権利が尊重され、子どもが健やかに成長できるまちを目指すこと。 

 

 

２ 定義 

 ・子ども 18歳未満の者（18歳に達した後も引き続き子どもに関する施策の

対象とする必要がある者を含む） 

 ・保護者 親権を行う者、未成年後見人等の子どもを監護する者 

 ・地域住民 市内に居住し、通勤し、又は通学する者 

 ・育ち学ぶ施設 保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、中学校、高等学校

その他子どもが育ち、学ぶことを目的として通所し、通学し、

又は入所する施設 

 ・事業者 市内において事業活動を行う個人及び法人その他の団体 

 

 

３ 基本理念 

 ・日本国憲法、児童の権利に関する条約、こども基本法等の理念に基づき、子

どもを権利の主体として尊重すること。 

 ・子どもの最善の利益を第一に考慮すること。 

 ・子どもが主体的に社会に参加することのできる環境を整備すること。 

・市や保護者等は、それぞれの役割を果たし、また、互いに連携・協力し合う

ことで、地域社会全体で子どもの健やかな育ちを支え合うこと。 

 

 

４ 子どもの大切な権利 

 ・子どもは、児童の権利に関する条約が定める、生きる権利や成長する権利、

暴力から守られる権利、教育を受ける権利、遊ぶ権利、参加する権利など、

子どもにとって大切な権利の保障を求めることができること。 

 ・子どもは、自分にとって大切な権利の保障を求めることができることと同様

に、他者の権利を尊重するよう努めること。 
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５ 大人等の役割 

（１）市の役割 

  ・子どもに関する施策を総合的かつ計画的に推進すること。 

  ・施策の推進に当たっては、保護者等との協働に努め、国や県等と連携して

取り組むこと。 

  ・保護者等がその役割を果たすことができるよう必要な支援を行うこと。 

・保護者等が相互に連携が図られるよう調整すること。 

 

（２）保護者の役割 

  ・保護者は、子どもの養育及び発達について第一義的な責任があることを認

識すること。 

・子どもが自分を大切にする気持ちを育み、豊かな人間性や社会性、基本的

な生活習慣等を習得することができるよう努めること。 

・周囲に必要な協力を求めながら、子どもが健やかに育つ家庭環境づくりに

努めること。 

 

（３）地域住民の役割 

  ・社会全体で子育てをするという意識を持ち、交流や見守り活動等により、

安全で安心して子どもが生活し、保護者や家庭が子育てをすることがで

きる環境づくりに努めること。 

  ・地域が子どもの豊かな人間性及び社会性を育む場であることを認識し、地

域の取組において、多様な世代や子ども同士の交流等の機会の提供に努

めること。 

 

（４）育ち学ぶ施設の役割 

  ・子どもの年齢及び心身の発達に応じて、子どもが主体的に考え、学び、行

動する力を身に付けることができるよう支えること。 

  ・子どもが自分と他人が持つ権利を理解し、尊重し、守ることを身に付けら

れるように支援すること。 

  ・施設における子どもの安全を確保し、子どもが安心して過ごすことができ

る場となるよう、必要な支援を行うこと。 

 

（５）事業者の役割 

  ・保護者が安心して仕事と子育てを両立できる職場環境づくりに努めるこ

と。 

  ・地域社会の一員として、子どもの健やかな成長のための取組に協力するよ

う努めること。 
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６ 施策・取組 

（１）子どもの意見表明及び参加の促進 

  ・子どもの主体的な活動の支援に努めること。 

  ・子どもが社会の一員として意見表明や参加する機会の設置に努めること。 

 

（２）子育て家庭への支援 

  ・子育て家庭に対する妊娠期からの切れ目のない継続した支援を行い、保護

者が安心して子育てをすることができる環境づくりに努めること。 

  ・特別な支援が必要な家庭に対する、その状況に応じた適切な支援を行うよ

う努めること。 

 

（３）子どもの状況に応じた支援 

  ・子どもに対する差別、虐待、いじめ、体罰や、不登校、ひきこもり、経済

的困難等の未然防止や早期発見に努めること。 

  ・個別に支援が必要であると考えられる子どもへの適切な支援を行うこと。 

 

（４）子どもの居場所づくり 

  ・子どもが自分らしく遊び、休息し、集い、安心して過ごすことができる子

どもの居場所づくりに努めること。 

 

（５）安全、安心な環境の整備等 

  ・子どもを犯罪、事故、災害の被害その他子どもを取り巻く有害及び危険な

環境から守る取組の推進により、子どもが安全で安心して暮らすことが

できる環境づくりに努めること。 

 

（６）相談体制の充実 

  ・子どもからの相談、子どもについての相談に対し、関係機関と連携し、速

やかな対応に努めること。 

  ・相談窓口の周知に努めること。 

 

 

７ 計画・推進 

（１）計画の策定等 

  ・子どもに関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための計画を定め

ること。 

  ・子どもに関する施策の実施状況について、鈴鹿市子ども・子育て会議にお

いて定期的な検証を行うこと。 

 

（２）広報及び啓発 

  ・条例の内容について市民の理解を深めるよう、広報及び啓発に努めること。 
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